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改革迫られる中進国
安価で豊富な労働力を武器に急速な経済成長を遂げ、国際社会で台頭してきた新興国。しかし、こう
した国々のほとんどは、近年、高所得国への道半ばで大きな壁にぶち当たり、停滞を余儀なくされて
いる。ここでは、世界の新興国と呼ばれる国々の経済状況と、彼らが打開策として打ち出す成長戦略
を概観する。

世界銀行が、アジア通貨危機の発生から10 年目にあたる 2007 年に発表した報告書『東アジア
のルネサンス』の中で示された概念。この報告書では、「東アジア諸国の多くは、貧困からの脱却を目
指す低所得国の段階を終え、すでに中所得段階に達している」とした上で、「彼らが高所得国へと成
長するには、発展パターンを転換する必要がある」と指摘している。東アジア諸国の労働集約型産
業が賃金上昇に伴って競争力を失い経済全体が停滞するというシナリオを提示し、産業の高度化
に向けた政策転換の必要性を訴えた同書の主張は、世界の注目を集めた。

「中所得国の罠」とは

＜中進国と主な課題＞
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　中国は1980年代以降、積極的な外資導入政策によって工業
化を推進。安価な労働力を生かして製造業を振興した結果、2005
年ごろには、「世界の工場」と呼ばれるようになった。その一方で、近
年は賃金上昇が急速に進み、製品の価格競争力が低下している
ことから、GDP成長率は鈍化傾向にある。
　こうした中、中国政府は2015年、国内経済が「新常態（ニューノ
ーマル）」に入ったことを宣言。経済成長の低下を容認しつつ、
「量」ではなく「質」を重視した経済成長を目指すとの方針が示され
た。さらに、同年、製造業分野の成長戦略である「中国製造2025」
を発表し、次世代情報技術や新素材、バイオ医療など、高付加価
値産業に資源を集中投入する方針も示した。

中　国

　1990年代までは食料品や繊維などが主な輸
出品目であったトルコは、2000年以降、重工業製
品の輸出を伸ばしている。特に自動車は、EUへの
無関税輸出を背景に、同国最大の輸出品となっ
ている。その一方で、かつて盛んだった同国の繊維
産業は、バングラデシュをはじめとする賃金の安い
国に追い上げられており、今後はより付加価値の
高い産業分野へのシフトが求められている。　
　こうした中、トルコは2011年、建国100周年を
迎える2023年までの成長戦略「ビジョン2023」を
発表。世界10位の経済規模へと成長することや、
一人当たりGDP２万5,000ドルを達成することな
どを目標に掲げ、製造業の中でも高付加価値分
野の強化や、設備投資や研究開発に関する政策
実施を謳っている。

トルコ

　金やプラチナといった鉱物資源が主な輸出品目である南アフリカは、2000年代半ばには、世界的な資源価格高
騰を背景に約５％の経済成長率を実現したが、2010年以降、資源価格の落ち込みによって、成長が鈍化。16年は
ほとんどゼロ成長を記録し、苦境に立たされている。
　さらに、同国は、アパルトヘイト時代から続く劣悪な教育環境から、人口の８割を占める黒人の失業率が30％近く
にまで上っている。今後、黒人に対する教育と職業訓練を充実させて、国内の人的資源を生かす努力が求められる。

南アフリカ

マレーシア
　マレーシアは、一人当たりGDPが7,000ドルに
達し、東南アジア諸国連合（ASEAN）の中でもシ
ンガポールに次いで所得の高い国だが、2000年
以降、経済成長率は鈍化傾向を強めている。マレ
ーシア政府自身も、自国が「中所得国の罠」に陥
っていることを認め、自国産業の競争力低下に危
機感を表明してきた。
　こうした中、政府は2010年、「マレーシア新経済
モデル」を発表。市場原理の導入、能力主義の採
用、産業基盤の強化などの方針を示すとともに、
長年実施されてきたマレー系優遇政策「ブミプトラ
政策」についても、経済成長を阻害するものとして
見直すことを表明した。もっとも、この改革はマレー
人の強い反発を受けて失敗している。

　タイでは、2010年以降、GDP成長率が平均
3.6%に留まっており、ASEAN諸国の中で最も低
い成長率を記録している。さらに、生産年齢人口は
ピークアウトし、高齢化も進行している。
　そこで、タイ政府は15年、今後の長期的な経済
ビジョンとして「タイランド4.0」を発表。「イノベーシ
ョン」、「生産性」などをキーワードに、次世代自動
車やスマート・エレクトロニクス、医療・健康ツーリズ
ムなど、計10産業に焦点を当てた政策を実施する
ことを表明。特に、人材育成や研究開発への投資
を重要視している。
　さらに、16年には「タイ・デジタル経済社会開発
20カ年計画」を発表。「デジタル経済社会省」 を
新設した上で、デジタル技術の活用や、フィンテッ 
クの拡大に向けた法整備にも取り組んでいる。

タイ

　ブラジルは、1960～70年代にかけて輸入代替
工業化を図り、「ブラジルの奇跡」と呼ばれる高度
経済成長を遂げたが、80年代以降は低成長が続
き、今や「中所得国の罠」に陥った国の代表格と
なっている。
　その主な原因となっているのは、天然資源に依
存する産業構造だ。2000年代は中国の鉄鋼生
産の急拡大を背景に鉄鉱石の輸出を伸ばしたが、
2011年以降、農産品、鉱物、石油など主力品の
価格が大幅に下落。15年と16年はマイナス成長
に陥った。
　さらにブラジルは、貧富の格差が大きいことから、
政府が産業競争力や経済成長ではなく所得の再
分配に注力してきたことが経済の停滞を招いてい
るとの見方もある。また、国内における非合理的な
税制や労働法制、インフラの未整備などは、いわゆ
る「ブラジル・コスト」と呼ばれ、外国企業の進出を
阻む障壁とされている。今後は、競争・成長を促す
自由化政策が求められる。

ブラジル

地図：国際協力機構（JICA）2017年度円借款主要国所得階層別分類
　　　（2017年4月改訂）などを基に本誌作成
本文：三菱UFJリサーチ＆コンサルティングのレポートなどを基に本誌作成



日本発信の国際協力

　新年おめでとうございます。
　昨年は本誌創刊50周年を記念
して、「変わりゆく世界とこれか
らの国際協力」というテーマで小
論文コンテストを催した。応募し
てきた論文には、変わらなければ
ならない国際協力への市民感覚が
詰め込まれていた。それらは、こ
れまで私たちが国際協力と称して
きた政府開発援助（ODA）とは、
かなり距離のある市民感覚であり、
ODAの世界がいかに市民感覚と
ズレているかを知らされるもので
あった。
　たとえば、官民連携というテー
マを選んだ「コンビニを開発途上
国のソーシャルアセット（社会的
装置）として活用して、貧困や災
害に負けない強い地域共同体の創
造を図る」という論文は、日本を
含むアジアの都市化と忍び寄る少
子高齢化現象を見据えての問題提
起である。
　政府（官邸）でもインフラ輸出
戦略の次に来るものとして、高齢

者養護政策（ソフト）と共に実際
の養護ハードを輸出する、つまり、
日本の社会インフラを次の輸出戦
略に取り込もうとしている。そこ
には次世代への政策的意図が汲み
取れる。
　論文では、具体的に津波の大被
害を受けた大船渡の「居場所ハウ
ス」による震災復興を契機とした
ソーシャルアセット（社会的装
置）の創造をめざして、「居場所
ハウス」のような地域共同体とコ
ンビニとの連携を図り、開発途上
国のソーシャルアセットの拡大を
図る援助を提案している。
　そして、「居場所」の活用を教
育、医療、貧困削減などの領域に
適用していくためには、国や地方
自治体などの行政との協力も必要
になってくるが、基本的には地域
の人びとの心のふれ合いを大切に
しなければならない、と一般の庶
民感覚に根ざした新感覚の国際協
力のあり方を唱えている。
　次は、アジアの高齢化現象を見
越して、日本の高齢化対策として
の「成年後見法制」を次世代の援

助政策に組み入れることを提案し
ている。つまり、社会的で政策的
なソフトウェアを重視したODA
への転換を主張しているのである。
　さらに、大学生による「ODA
体感ツアー」の提案。スポーツを
用いたアフリカにおける民族部族
間の和解協力。日本と開発途上国
とのキズナを大切にした国民目線
からの援助のあり方を主張。高度
情報化時代における国際協力の変
化を求めたもの。ODA版ふる里
納税制度を活用した市民レベルの
途上国地方開発協力の提案。
　また、実際の援助においても、
これまでの日本と開発途上国とい
う二国間援助だけでなく、南南協
力という途上国vs途上国という協
力を日本が支援するという考え方
を主張する人もいた。

市民との連携重視へ

　つまり、多くの人びとは、政府
vs政府というこれまでの援助方式
からの大変革を求めていると言え
る。まさに文字通り、多様な国民
参加型のODAのあり方を求めて

いるのである。
　市民とのふれ合いを大切にした
ODAは、開発途上国の市民と日
本の市民とのふれ合いを重視した
ODAである。特に、アジア諸国
では民主主義や経済の発展で徐々
に市民の発言権が増大しつつある。
だから、国民の税金に依存する
ODAは、今では国民相互の発展
と友好を促進させる触媒的効果を
有していると言える。
　しかし、現在のODAはその政
策においても実施（国際協力機構
=JICA）においても、日本政府
vs途上国政府という図式の中で実
施されているだけで、日本社会の
市民と途上国社会の市民との交流
を重視した政策体系を成してない。
　先にも述べたように、多くの開
発途上国では経済の発展、先進国
市民との交流が増大するにつれて、
市民意識が向上し、政治に大きく
関与するようになっている。だか
ら、ODAの税金負担（ただし円
借款協力は財政投融資に依存して
いる）を背負わされている日本側
の市民が自発的に、「これが、わ
れわれの考える援助だ」という提
案に、政府はもっと真剣に耳を傾
けなければならない。
　途上国市民と交流する日本の市
民の体験や意見を重視することが、
これからのODA実施においても
重視されなければならない。
　政府はともすると、ODAへの
国民意識は低いという認識にとら
われがちであるが、それは、政府
ベースの時代遅れの国際協力を死
守しているだけで、市民は市民流
の考えで国際協力を黙々と進めた

いとしている。
政府にはそうし
た市民ベースの
国際協力をちゃ
んと評価してい
ないから、認識
がズレてくる。
　だから、政府
は 第 ３ 次
「ODA大綱（開
発協力大網）」
でも明示して
いる市民レベ
ルの国際協力
や国際交流を重視して、彼らの提
案を検討して、新しいスタイルの
国際協力に目を向けるべきである。

古色蒼然としたODA

　現在、外務省が提案し、JICA
が実施している中小企業海外展開
支援があるが、これなどは日本の
地方と開発途上国との人と技術の
交流というアングルから見ると、
新たな庶民交流の成果が見えてく
る。それは日本の地域都市と開発
途上国地域都市との経済・人的交
流としてODAの新しい局面が見
えてくる。それはまた、日本の地
方創生にも役立つし、それだけ日
本の地域住民を巻き込んだ市民交
流としての役割が高まる可能性も
ある。
　ODAは言うまでもなく、納税
者によって維持されている。なら
ば、もう少し納税者側に立脚した、
新しいODA実施政策が発案され
てもよい。今のODA実施政策は、
納税者不在と言っても過言ではな
い。

　筆者は、常に官民連携のODA
を主張しているが、それは企業の
みならず、国民、市民を巻き込ん
だ連携であって、経済的な連携だ
けを意味するものではない。新し
いODAは市民の提案を巻き込ん
だ国民、市民レベルの官民連携型
協力へ一刻も早く転換すべきであ
る。
　そのうち、税金だけに依存する
ODA（実際は大幅に削減されて
いるが）から、市民型協力を大き
く展開することで、政府ODA予
算も加え、一市民や一企業の寄付
をも統合して、政府のODA予算
を凌駕した「国民協力基金」が創
設され、市民参加レベルの開発途
上国との交流や協力が大いに発展
するという、夢が夢でなくなる時
代がくるかもしれない。
　もう筆者も古いが、わが国の
ODA政策もJICAなど実施機関も、
古色蒼然とした世界に住んでいる
と言ってもよいだろう。もう古い
衣をぬぎ捨てる時代がそこまで来
ている。
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「今のODAはもう古い」
新しい市民感覚による再構築を
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ては、民族別に優遇するのはやめ
て、所得水準の下位40％の層へ
のサポートに切り替えるという、
経済学的に見ると、リーズナブル
な政策を打ち出した。
　ところが、13年の総選挙で、
与党のうち、華人政党が負けてし
まった。ブミプトラ政策に不満を
持つ華人たちが当然喜んで与党の
改革を支持するだろうと思ってい
たのに、逆に離れてしまったのだ。
そうした経験があるため、与党の
改革は都市部の華人の票ではなく、
確実に票になる地方のマレー人に
再び目を向けるようになり、ブミ
プトラ政策を再強化するようにな
った。
恒川　結局、改革しようとしても、

恒川　本来であれば、マレー系だ
けを優遇するのは止めて、マレー
シア国内の優秀な人材を生かさな
ければ、さらなる発展は望めない。
　もちろん、低所得者層を社会福
祉ですくい上げることは重要だが、
上位層には、メリットベースで優
遇して、彼らのクリエイティビテ
ィーを発揮できる環境を整えなけ
れば、どんどん頭脳が流出してマ
レーシア経済にとってはマイナス
だ。政府もこのことを自覚してい
るのに、なかなか改革できないの
は、やはり政治の問題が大きい。
熊谷　マレーシア政府は2010年、
「わが国は残念ながら中所得国の
罠に陥っている」と認めた。その
上で、「ブミプトラ政策」につい

長らく低成長状態の続くラテンア
メリカ諸国と比べると、経済指標
を見る限り、「中所得国の罠」に
陥っているとまでは言えない。し
かし、その傾向は確かに見られる。
　彼らが今後、中所得国の罠を回
避し、さらに高度に経済発展を遂
げるには、どうしたら良いのか。
経済学的には、すでに多くの研究
がなされて、その答えは明らかに
なっているが、実際には、政治
的・社会的な問題が絡み合って、
マーケット・メカニズムだけでは
片付かない問題となっている。
園部　例えば、低所得国のほとん
どの国は、一部の豊かな人が現れ
て、彼らが再投資してくれればそ
れで良いと考えるため、独占禁止
や競争政策といったルールづくり
をしない。しかし、そのような状
態で発展すると「にわか成金」が
台頭して政治を振り回し始める。
さらに、一般の国民からは、教育
や福祉に対する要求が高まってい
く。こうして政治家はあたふたし
て、経済発展のために本来やるべ
きことをやれなくなってしまう。
恒川　マレーシアで1970年代か
ら続くマレー系優遇政策「ブミプ
トラ政策」は、経済学的にさまざ
まな矛盾を抱えているにも関わら
ず、なかなか改革がうまくいかな
い良い例だ。
荒木　マレーシアでは、中国系は
資本家やビジネスマンが非常に多
い。だが、マレー人は農民が多い。
だから、マレー系へのサポートも
ないと経済発展は難しいのではな
いですか。

新興国を蝕む矛盾

荒木　今回は、「東南アジアは中
所得国の罠を脱却できるか」をテ
ーマに新興国の今後の行方と日本
協力の在り方について議論したい。
まずは、皆さんが現在取り組んで
いる共同研究プロジェクトについ
て教えてください。
園部　われわれのプロジェクトの
テーマは「新興国の政治と経済」。
世界や地域の秩序に大きな影響を
もたらしてきた「新興国」のさま
ざまな論点を体系的に解明するこ
とが大きな目的だ。「新興国」と
いうテーマには、そもそも彼らが
ヨーロッパの国民国家を取り入れ
ながら、どのように国家を建設し
てきたのか、そして、どのように
高度成長を実現して、中所得国と
なったのか、さらに、新興国とし
て大きな位置を占めるようになっ
た後に、どのような課題に直面し、
どのように乗り越えるべきなのか
など面白い論点が含まれている。
　このプロジェクトでは、そうし
た問題を政治と経済の両面から見

ていくことが狙いだ。新興国と呼
ばれる国をフィールドとする研究
者は、政治学の分野でも、経済学
の分野でもたくさんいるが、これ
まで両者は連携してこなかった。
他方、新興国の面白いところは、
政治と経済が絡み合うダイナミズ
ムにある。そこを紐解き、新興国
の多様性や共通点を探るのが、こ
のプロジェクトの特色だと言える。
研究成果については、４冊にわた
る研究叢書の形で刊行する予定だ。
恒川　私の研究班は、まさに新興
国が直面する問題を分析している。
「新興国」という言葉には、さま
ざまな定義があるが、私たちはい
わゆる先進国に急速にキャッチア
ップしている
国を「新興
国」とし、ア
フリカの低所
得国からシン
ガポールや台
湾、韓国とい
ったすでに高
所得国と言わ
れる国々まで

分析している。
　こうした国は、経済発展が急速
であるがゆえに、さまざまな問題
を抱えている。経済的には長期に
わたって低成長が続く、いわゆる
「中所得国の罠」という問題があ
るが、それと同時に、民主化とい
った政治的な問題や国民からの社
会福祉の要求にどのように対応す
るのかといった社会的な問題にも
直面している。
　われわれが先日刊行した中間報
告書『South East Asia Beyond 
the Crises and Trap』では、特
に東南アジアの新興国に焦点を当
て、彼らが抱えている問題を明ら
かにした。東南アジアの新興国は、

東南アジアは「中所得国の罠」から
どう脱却できるか
日本経済を左右する新興国の成長
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GR IPS創設20周年記念

世界銀行が2007年に報告書で提唱して以来、広く知られるようになった「中所
得国の罠」。世界を見ると、産業構造の高度化と技術革新に失敗し、長期に
わたって低成長に陥る新興国が存在するが、なぜ彼らはこの罠の存在を知り
ながら、抜け出せないでいるのか。また、東南アジアは罠を回避して、高所得国
に仲間入りすることができるのか。政策研究大学院大学（GRIPS）副学長・園
部哲史氏率いる共同研究プロジェクトメンバーが語り合った。

ここがpo i n t

政治と経済が矛盾する中所得国

GRIPS 副学長　　　園部 哲史氏
GRIPS 特別教授　　恒川 惠市氏
日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所
開発研究センター 経済地理研究グループ長　
　　　　　　　 熊谷 聡氏

司会進行：本誌主幹 荒木 光弥

出席者

設立20周年を迎えたGRIPSで開かれた

「中所得国の罠」とは、安価な労働力や外資誘致によって経済成長を遂げた新興国が、
人件費の上昇と後発途上国の台頭を受けて徐々に競争力を失い、長期にわたり低成長
に陥いる状態を指す。ブラジルやアルゼンチンなどラテンアメリカの国々が好例だが、
タイやマレーシアといった東南アジアの中所得国も、同様の問題に直面している。　
　中所得国がこの罠を脱却して高度成長を遂げるためには、産業の高度化が不可欠だ。
シンガポールは、1980～90年代に労働集約型産業から高度な資本・知識集約型産業へ
の移行に成功し、今や、一人当たりGDPは日本を凌ぐ高所得国となった。今後は、タ
イやマレーシアでも、R＆Dや高等教育の整備を通じた高度産業の育成が求められてい
る。
　しかし、「中所得国の罠」に陥る国々は、こうした政策の必要性を認識しながらも、
そこに資金を集中投入できない事情がある。園部、恒川両教授が指摘するように、国
民が次第に民主化や社会福祉の整備を求めるようになり、政治家が本来なすべき産業
政策に舵を切れなくなるからだ。
　例えば、マレーシアは1990年に「2030年までに先進国入り」を果たすビジョンを
打ち出したが、2010年に自国が中所得国の罠に陥っていることを自ら認めている。熊
谷氏は、マレーシアはこれまでもR＆Dの強化を目指してきたが、自国内で地場企業が
育っていない中、なかなか有効な手を打てていないと指摘する。　　
　本座談会では、その原因として1971年から続く「ブミプトラ政策」が挙げられ、新
興国がまさに政治と経済のはざまで、停滞を余儀なくされている実態が明らかになっ
た。新興国がこの袋小路から脱し、自国内の人材を最大限に生かした産業政策に打っ
て出られるのか、まさに彼ら自身の決断と努力にかかっていると言えよう。

新春座談会


